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A. 研究目的 

近年、Ｂ型肝炎やＣ型慢性患者に対する

抗ウイルス療法が進歩し、ほとんどの患者

の肝炎鎮静化あるいはウイルス排除が可能

となった。一方、ウイルス検査が陽性であっ

ても有効な治療を受けていない患者も多い。

ウイルス性肝炎検査陽性者が非肝臓専門医

を受診することもあるが、抗ウイルス治療

は近年急速に進歩しており、非専門医によ

る治療方針の決定が困難なことがある。そ

のため、抗ウイルス治療に精通した肝臓病

専門医との診療連携が重要と思われる。 

今回、肝炎ウイルス陽性者の受療を促進

するために、非専門医と専門医の連携を強

化するためのツールとして、簡易型診療情

報提供を作成し、診療連携における有用性

について検討した。 

 

 

B. 研究方法 

非専門医と専門医との連携のため、本研

究班の名古屋市立大学での簡易型診療情報

提供書によるシステムを、大分県でも導入

した。まず、大分県福祉保健部健康づくり支

援課および大分大学医学部附属病院肝疾患

相談センターより、大分県医師会に B 型肝

炎・C型肝炎診療連携のための診療情報提供

書の配布を依頼。その後、大分県版簡易型診

療情報提供書を医師会から、大分県内約

1000 の医療施設の医師に送付した。その後、

県内 113 医療施設の医師における簡易型診

療情報提供書認知度や専門医への紹介状況

について調査した。 

研究要旨: B 型肝炎・C 型肝炎治療の非専門医と専門医の診療連携のための簡易型

診療情報提供書を、大分県医師会を通して大分県内約 1000 の医療機関に配布した。

その後、簡易型診療情報提供書について、113 名の医師のうち 21 名（18.6%）の医

師から知っているという回答を得た。1 回の配布で、約 5 人に 1 人の医師に知って

もらうことができたという結果より、ウイルス肝炎診療における非専門医と専門医

との診療連携を推進していくにあたり、有用な手段であると考えられた。 
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C. 研究結果 

 

簡易型診療情報提供書について知ってい

ると答えた医師は 113 名中 21 名（18.6%）

であり、知らないと答えた医師は92名（81．

4％）であった。知っていると答えた 21 名の

うち、実際に紹介したことがあると回答し

た医師は 0 名であった。また、肝臓専門医

14 名にこの簡易型診療情報提供書で紹介さ

れたことがあるかについて聞いてみたとこ

ろ、紹介を受けたことがあると回答した医

師は 2名（14．3％）であった。 

 

D. 考察 

 簡易型診療情報提供書を送付することに

よる、認知率は 18.6%であった。1回の送付

で約 5 人に 1 人の医師にこの診療情報提供

書について知ってもらうことができたとい

うことは、ある一定の非肝臓病専門医に診

療連携用のツールについて知ってもらえた

という点において、有効であったと考えら

れた。近年、中核病院や拠点病院における、

肝炎患者拾い上げ活動が高まり、多くの病

院で非専門医と専門医の連携システムが構

築されるようになったが、肝炎検査陽性者

は小規模な医療施設や診療所を受診するこ

とも多いため、これらの医療機関における

非専門医と専門医の診療連携を推進してい

くことが重要であると考えられる。簡易型

診療情報提供書はウイルス肝炎診療連携を

進めて行く上で、まず、認知度の向上のため

には役に立つツールであると考えられた。 

 

E. 結論 

簡易型診療情報提供書を県内の医療機関

に配布し認知率の調査を行った結果、約5人

に 1 人の医師がこの診療情報提供書につい

て認知していることが判明し、非専門医と

専門医の診療連携のために有効なツールで

あると考えられた。 
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F. 政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

 簡易型診療情報提供書は肝臓病非専門医

にウイルス肝炎患者の診療連携の必要性に

ついて知っていただくための有効な手段で

あると考えられる。 

＜研究に関連した実務活動＞  

拠点病院や県内の中核病院における肝炎

患者の拾い上げシステムの構築 

 

G. 研究発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 

 


